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1. 概要

3 号機でプール燃料の取り出し計画を進めるには、先ず水素爆発によりオペフロ床上に崩落したトラス鉄

骨やコンクリート片などの汚染瓦礫、及び使用済み燃料プール内に落下した燃料交換機を解体撤去した上

で、高度に汚染した床表面除染および床上への遮へい体設置などの準備工事が必要であった。

解体撤去に当たっては遠隔操作機器の開発を進める一方で、詳細な調査結果に基づいた瓦礫取出の計画

と挙動シミュレーションを繰り返し、切断・つかみ位置の詳細な手順および監視方法を検討した。除染・

遮蔽の計画は崩落瓦礫下のオペフロ状況を推測し、適切な除染方法の選定及び、遮蔽体の耐荷重の評価を

行った上で、いずれも遠隔操作による除染計画、遮蔽体の設置計画を立案し機器開発を行った。

 現在、燃料交換機を含むオペフロ上瓦礫撤去と除染作業を終え、遮蔽体の設置工事を実施中である。本

稿では計画の概要と高線量下で実施したこれまでの取り組みを紹介する。

2. 瓦礫撤去

2-1．崩落瓦礫撤去計画

（図 3）。 

水素爆発で大きく損傷した 3 号機の建屋は、図 1,2 に示す通り、オペフロから上部の躯体はオペフロ上に

落下し、東側の柱・梁だけが立ち並ぶ上にメイントラスが引っかかるという不安定な状態で残っていた。

この時点で、オペフロ上に落下した 200t 超の天井クレーン、使用済燃料プールに水没している燃料交換機

はその姿の一部を確認するのが精一杯という状態にあった。

状況調査は、クレーンで吊るしたカメラで崩落状況・各部位の接合状況を確認する事から始めた。撮影

画像を 3D 点群データに変換し、設計図と照合しながら部材データに置き換え 3D モデルを作成し、更には

ボルトの一本一本まで確認・評価して挙動解析用構造データを作成した。

図 1 3 号機外観(事故当時) 図 2 オペフロ上部状況（事故当時）
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作成した 3D モデルを使用してクレーン・アタッチメント性能を条件に、撤去ブロックを設定（図 3）し

切断手順を検討した。切断時の挙動は作業毎にシミュレーション（図 4）して、全体影響のもっとも小さい

と考えられる手順を選択した。撤去の実施に当たってはシミュレーションとの差異がない事を確認するた

め、挙動監視ポイントとクライテリアを設定して、常時監視しながら一つ一つ丁寧に切断撤去を行った。

また大型のトラス解体の前に、鋼製のプール養生を設置して万一の落下に備えた。 

2-2．遠隔撤去ツール 

解体作業は建屋の西・南に 600t クローラークレーンを配置し、図 5 に示す解体・撤去ツールを使用して

実施した。東側の残存柱は、周囲に架設した構台に解体重機を載せて解体した。全ての重機は遠隔化仕様

に改造を施し、作業は免震重要棟のリモート室から行った。 

図 3 屋根トラス解体ブロックモデル 図 4 屋根トラス解体シミュレーション 

図 5 遠隔撤去ツール 
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2-3．燃料交換機の撤去 

燃料交換機は使用済燃料プール内に落下していることが上空から確認されたが、その変形状態および損

傷状態、プール設備との干渉状態は不明であった。このため、建屋部材が複雑に絡み合って堆積している

プール内にカメラを挿入し、燃料交換機部材の変形・接続状態および部品位置を確認した。その後、確認

した映像を基に、トラスと同様に設計図と照合して 3D モデルを作成した。 

燃料交換機の撤去方針として、一度で全てを撤去する、あるいは数分割して撤去する、細断して撤去す

るといった方針が考えられた。そこで、落下時の燃料への影響や燃料交換機の変形・落下といった観点か

らリスク評価を行った。さらに、細断する場合の切断位置や遠隔撤去ツールのアクセス、吊上げ時の燃料

交換機とプール設備の干渉等のシミュレーションを行い、リスクと実現性の観点から燃料交換機を数分割

して撤去する方針とした。 

しかし、燃料交換機部材の損傷状態が把握できなかったため、燃料交換機の梁モデルを作成し、実際の

状態に合わせて梁モデルを変形させ、強度解析を行い、損傷状態を把握した。さらに、強度解析結果を基

に、吊上げ位置を決定し、燃料交換機撤去手順を作成した。 

また、燃料交換機は、変形かつ不安定な状態で落下していたため、2-2．項に示す遠隔撤去ツールで確実

に把持することが困難であった。そこで、燃料交換機専用の取扱ツールを製作した。（図 8） 

この様な綿密な事前準備の結果、2015 年 8 月に燃料交換機の撤去を完了した。（図 9,10） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6 トラス把持切断状況（リモート室画像） 図 7 トラス撤去完了状況 
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図 8燃料交換機撤去ツール 図 9燃料交換機吊上げシミュレーション 図 10燃料交換機吊上げ写真 
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3. 線量低減 

3-1．線量低減検討 

クローラークレーンによる線量測定の結果、オペフロの空間線量は原子炉ウェル直上(756mSv/h)を中心

に極めて高い値を示した（図 11）。将来の使用済燃料取出し・及び燃料取出し用架構の構築を考慮すると、

近傍での有人作業が不可避であることから、除染・遮蔽の組合せによる線量低減策を講じる必要があった。 

工程の制約上、オペフロ線量低減計画は瓦礫撤去の計画と並行して検討する必要があった。そのため、

十分に映像確認ができない範囲については４号機での損傷状況等を元にスラブ厚さ 300mm 超は躯体とし

て健全、300mm 以下は損傷していると推定して計画を進めた。 

 

 

3-2．除染計画 

 除染は、大きくオペフロが損傷した北西部分と D/S ピットを除く範囲を対象とし、床損傷状況と表層の

材質を条件として検討した（図 12）。600mm 以上のスラブ厚さがあり躯体が健全であると推定されるウェ

ルカバー上部（A エリア）、及びプール東と南の範囲（D エリア）はスキャブラ―、ステンレス仕上げのキ

ャスク洗浄場所（C エリア）には化学（泡）除染、床損傷が推定される範囲（B エリア）にはウォーター

ジェットを採用する方針とした。いずれの機器も解体ツール同様遠隔化施工前提で開発、作業を実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 11 オペフロ線量率(単位：mSv/h、2012 年 5 月 15 日測定) 図 12 除染対象エリアとエリア区分 
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図 13 エリア別除染機器 図 14 スキャブラ除染状況 
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3-3．遮蔽計画 

 遮蔽計画は、有人作業が可能となる線量率まで下げる事を目的として、オペフロ除染後の線量状況と躯

体の許容耐力を勘案して検討した。原子炉・プール周辺の壁・スラブ厚の厚い範囲（A,D,E 工区）は十分

に遮蔽体荷重に耐えられるため、要求遮蔽性能を満たすよう鋼製 150mm～250mm、躯体許容荷重に制限の

ある範囲（B,C 工区）では鋼製 65mm の遮蔽体を使用した（図 15）。ベースの映像は 2016 年 7 月 19 日時点

で全 82 体の遮蔽体の内、51 体の設置が完了している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

遮蔽体は全て遠隔化施工での設置が必要なため、遮蔽体の設置に先立って、設置位置に呼び込むガイド

フレームを計画した。ガイドフレームは既存躯体の外壁、開口や突出部をガイドに設置した。なお、遮蔽

体設置後には地震時の脱落防止のためのカバープレートで固定する事となる。また、その後の線量調査や

線量シミュレーションの結果、当初計画に加え、崩落部、構台間隙間をカバーする遮蔽体も計画している。 
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図 7 除染区分 図 8 採用除染技術 

図 10 除染対象範囲とエリア区分 
図 11 エリア別除染機器 

図 15 遮蔽体配置・設置状況 
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図 16 遮蔽体設置状況(B 工区) 図 17 追加遮蔽計画 
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